







































一一 環境税 (ピグー税)との比較 一―
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【査読済み論文】
境保険の経済効率性について
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14) Farber, Stephen, “Regulatory schemes and self―protective environ‐
mental risk control:comparisOn of insurance, liability, and deposit/
refund systems",EθοJば
“
′Eθθπ銘滋● 3,1991,pp.231245を参 照 され
たい。
15) Merrifield, JOhn, “A general equilibrium analysis of insurance bond‐
ing approach tO pollution threats", Ecθ,ogグια′ Ecοκθπグι■ 40, 2002,
pp.103115を参照されたい。





















































































































































































































































なお,海外だけでな く, 日本において も,環境政策 として環境保険を有効
活用すべきとの主張がなされている2oことについても留意する必要があろず。















































































































































































る43)。                |
42)筆者が2006年2月18日に開催された国際比較環境法センター主催のワークシ
ョップ「地方分権 と環境行政」に参加した際に,同ワークショップで道州制に
つき説明を行った総務省自治行政局行政課課長補佐に「地方自治体が不法行為
特別条例を制定することは違法になるのか。」と質問したところ「長期的には,
国の立法範囲は狭 くなっていく。その意味においては,当該地域特性を反映し
たものであれば,不法行為特別条例 も違法とはいえない。」との回答を得た。
このことからも,地方自治体で損害賠償のルールを定められる可能性があるこ
とが確認できた。
43)北村喜宣『自治体環境行政法』初版,2003,p.62によれば,環境保険の付
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7.公保険ビジネスとしての可台ヒ性について
たしかに,環境保険は,引受けに困難を伴うものであるが,ここで発想を
転換して,一つの公保険ビジネスとして考えることも必要である。強制付保
の環境保険が,環境政策として,有効であることの理論的証明は,環境税が
そうであると同程度か,それ以上に,本論で証明されたわけであるから,政
策ツールとして,国。自治体などに導入を促すことも可能であろう。
公保険であり,かつ,引受けに困難が伴うため,敬遠されがちな保険とし
て,原子力保険が存在するが,原子力保険は,1960年の販売開始以来,極め
て良好な成績で推移しており,十分な収支残が確保されていることに改めて
注目すべきであろう4o。環境保険は,そのエクスポージャーから判断して,
保険料ボリュームは,原子力保険をはるかに上回ることは確実であり,潜在
的な巨大マーケットと考えることもできる。
8。 まとめと今後の課題
これまでの研究においては,保険料を保険料率に保険料算出根拠を乗じた
額, もしくは定額と提示した環境保険は, ピグー税よりも経済効率性が劣る
とされていたが,本論では,これまでの研究では,無視されてきた付カロ保険
料をも考慮に入れたうえで,環境保険の設計を工夫することによって, ピグ
保を強制化した自治体の条例は,存在しないが, 自治体と企業の公害防止協定
において,環境保険の付保を義務付けた例が存在する。また,公害防止協定に
よって,企業の無過失責任に基づいた損害賠償を義務づけている地方自治体も
存在する。
44) 『インシュアランス統計号』,『保険年鑑』によると,1960年から2004年まで
の原子力保険の通算の成績は,国内元受ベースで損害率1.67%,責任準備金
815億円,収支残118億円と良好である。なお,筆者は,原子力保険の成績が良
好であることを述べているのであって,政府の原子力政策を肯定も否定もして
いないことを理解していただきたい。原子力政策については,原子力技術に関
わるリスクとその不確実性を十分に国民が理解したうえで国民が議論して決定
すべきものと考える。
環境保険の経済効率性について
―税と同等かそれ以上の経済効率性を有するようにできることが証明された。
その設計条件を満足する最適環境保険を強制付保化した環境政策とピグー
税を課税する環境政策を比較したとき,その優劣は,主として,付加保険料
総額と行政コストのどちらが多いかによって決定される。付加保険料総額が
行政コストょり少ない場合は,最適環境保険が,そうでない場合は, ピグー
税が環境政策としてより経済効率性が高いといえる。民間セクターである損
害保険者の方が,公的セクターよリコス ト削減のインセンティブが高いこと
は,予想されることであるので,その点においては,最適環境保険の強制付
保化が政策としては,有望であると考えられる。
本論では,完全競争市場下,完全情報下という理想的な状況のもとで環境
保険とピグー税の経済効率性を比較し,環境保険がピグー税に劣らない経済
効率性を有することを証明したが,実際の政策として実施されている環境税
の理論的根拠のかなりの部分は, ピグー税の経済効率性に依拠していること
を考えると,実際の政策として環境保険の強制付保化を検討する価値がある
ことをも本論は証明したといえる。確かに,環境保険の引受けには,様々 な
困難が伴うのは事実であるが,それらの困難さを改善する手法が存在するこ
とも事実である。また, ドイツやスウェーデンにおける環境保険の強制付保
化の実施例を参考しながら日本における制度設計が可能である。さらに,
EUにおける今後の環境損害賠償責任制度の発展の状況によっては,環境保
.険の保険 。再保険マーケットの拡大が予想され,そのことによって, 日本に
おける環境保険の再保険キャパシティ確保も容易になることも予想される。
加えて日本の地方自治体においては,実施できる環境政策の自由度が増し,
環境政策の新たな手法が求められている。これらの状況を考慮すれば,今後,
実際の環境政策としての環境保険の強制付保化の可能性が十分にあるといえ
るのである。
保険業界としては,このょうな環境保険に対する需要をネガティブに考え
ることなく,一つの公保険ビジネスのチャンスととらえるべきである。環境
保険と同様に引受けに困難が伴う保険であって,かつ,公保険である原子力
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保険は,1960年の発売以来,良好な成績を残しており保険業界の収益に寄与
してきたことを再考すべきである。潜在的マーケットの規模は,原子力保険
をはるかに上回ると予想される環境保険マーケットを眠ったままにしておく
のか,それとも公保険ビジネスとして需要を喚起 しマーケットの拡大を目指
すのか,決断しなければならない時は遠からず来るであろう。
今後の課題についてであるが,現在の環境保険は,損害賠償責任保険であ
り,損害賠償責任制度を通 じて被害者を救済し,さらに, リスクの内部化を
図るもので,損害賠償責任制度と表裏一体をなすものである。そのため,環
境保険は,損害賠償責任制度の欠点という呪縛から解放されることは困難で
ある。損害賠償責任制度の欠点とは,訴訟1件当たりの取引コストが大きい,
被害者救済までに時間がかかる,加害と被害の因果関係の立証が困難な場合
がある,過失責任主義においては,加害者の過失の立証が困難な場合がある,
環境問題のように損害が遅発性を有するときは,損害が発生した時点におい
て加害者が存在しない場合がある,司法により認められる損害が実際の損害
と乖離している場合がある,などである。したがって,このような損害賠償
責任制度の欠点から,できうる限り切り離された環境保険を開発するために
は, どのような手法があるのかを検討・分析することが今後の課題のである。
(筆者は上智大学大学院地球環境学研究科地球環境学専攻博士後期課程)
補論 1。 外部不経済の限界費用曲線の傾きが正であることの妥当性
ここでは,中西らの文献4めに従いつつ,そのモデルを単純化し環境 リスク
を定量的に算出することによって,外部不経済の限界費用曲線の傾 きが正で
あると想定しても問題ないことを示す。
外部不経済の費用が健康被害に限定されるとする。本論では,外部不経済
の費用は, リスクと考えていることから,外部不経済の費用は,健康被害の
45)中西準子・蒲生昌志・岸本充生 。宮本健一『環境 リスクマネジメントハンド
ブック』初版,2003年の「第6章 リスクを計算する」。
環境保険の経済効率性について
重篤度に健康被害が発生する確率を乗じたものと考えることができる。重篤
度は,有害物質の暴露量が多くなれば,大きくなると想定されるが,重篤度
を測る一意的な指標がない4oことから,ここでは,重篤度は一定とする。さ
らに,ここでは,有害物質による健康被害は,一定の暴露量以上によって発
生する,つまり,閾値が存在するものとする。ところで,有害物質に対する
感受性には,個人差があり,それぞれの個人によって,閾値が異なる4η。個
人の閾値は,対数正規分布に従うと仮定することが多く40,また,いくつか
の研究において,個人差の標準偏差 (常用対数値の標準偏差)は,0。3程度
である40。
以上のことを勘案し,次のような定式化を行う。対数正規分布の確率密度
関数を/(′)とし,有害物質の排出量がのときの,被害者の有害物質の暴露
量を″, リスクをD(χ)とすると
D(χ)=力!/(′)彦 ……(1)
ただし,/(の=7扇≡場所オ″{二彬籍一μ)2/2σ2}′>0
/(′)=0 ′=0, α,力=εθπs′.
ここで,閾値の幾何平均を 7。とすると,μ=励7。/励10 である。(1)式を
2回微分して,D〃(χ)≧0の解を標準偏差σ=0.3として数値的に求めると,
♂ヴ7。≦0。62となる。
ところで,″/7。は,ハザー ド比に他ならない。つまり,ハザー ド比が
0。62程度になるまでは,限界リスクすなわち外部不経済の限界費用曲線の傾
きは,正ということである。一方,ハザー ド比0。62においては,全体の約
24%の人が発症することになるれ 現実の社会では,このように発症率が
高くなる以前に有害物質の排出規制が実施される50と考えられることから,
46)中西準子et al.,前掲書,pp.253-261を参照されたい。
47)中西準子 et al。,前掲書,pp。235-240を参照されたい。
48)中西準子et al.,前掲書,pp。236-237を参照されたい。
49)中西準子et al.,前掲書,pp。237-239を参照されたい。
50)1988年度末の東京都区部の公健法の認定患者数は,43,602人,東京都区部の
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外部不経済の限界費用曲線の傾きは,正であるとして分析を進めても問題な
Vヽことカンかかる。
なお,ここでは,重篤度は,暴露量と無関係であると想定したが,実際に
は,暴露量が増加すれば重篤度も増すと考えられるため,ここでの分析以上
に外部不経済の限界費用曲線の傾きが正である範囲が広がることに注意する
必要がある。
補論2.最適環境保険の保険料とピグー税額との比較
補論1で用いたモデルに基づき, ピグー税額に対して,保険料の占める割
合を求める。補論 1の(1)式より,求める割合夕は,事業費率をρとしたと
き,次式のとおりとなる。ただし,ここでのχは,有害物質の排出量の最
五直値 υ中に等ししヽものとする。
ノ=品 …<a
ρを35%として数値的に夕を求めると,ハザー ド比が極めて高い水準まで,
最適環境保険の保険料の方が,ピグー税額より小さいことがわかる。たとえ
ば,補論1で示した1988年度における,東京都区部の公健法の認定患者の東
京都区部の人口に占める割合は,0:526%であった。このときのハザー ド比
は,0.171で,そのハザー ド比に対応するピグー税額に占める保険料の割合
は,36.9%となる。つまり,通常,想定されるようなハザー ド比および事業
比率においては,保険料は, ピグー税額より格段に少ないのである。
人口は,8,284,663人である。認定患者数の人口に占める率0.526%は,有害物
質の排出規制が既に実施された後の発症率 と考えられるが,この率は,ハザー
ド比0.62のときの発症率24%よりはるかに小さい。なお,公健法の認定患者数
は,独立行政法人環境再生保全機構から,東京都区部の人口は,東京都のホー
ムページから入手したものである。また,公健法については,阿部泰隆・淡路
剛久『環境法』初版,1999年,pp.303306を参照されたい。
環境保険の経済効率性について
補論3.行政コス トと付加保険料の削減インセンティプの比較
ピグー税の場合の主な行政コス トは,徴税コス ト,事業場の設備に関する
情報を収集するコス ト,税率決定コス トである6徴税コストは,保険会社の
営業に要するコス トに,事業場の設備に関する情報を収集するコス トは,保
険会社のサイト調査のコストに相当するといえる。まず,この2種類のコス
トにつき削減インセンティプを比較する。 2種類のコストの多くの部分を人
件費が占めると考えられることから,マンアワー当りの人件費の増率を国・
自治体と損害保険業界で比較する。連続する二つの会計年度の損害保険会社
の営業効率は,大きく変化しないと仮定すると,単位保険料の収入に要する
マンアワ‐は,一定といえる。したがって,連続する二つの会計年度につい
て,正味保険料に人件費が占める割合は,損害保険会社のマンアワー当りの
人件費に比例する。この事実を用いてマンアワー当りの人件費の対前年増率
を国 。自治体と損害保険業界で比較する51)と,1992年から2005年の間のすべ
ての年度において,損害保険業界が国 。自治体を下回る。国・自治体が6%
～▲2%程度で,損害保険業界が, 1%～▲6%程度である。損害保険業界
が1994,1996,1998年度を除けば,対前年減であったのに対して国 。自治体
は,2000,2002,2003年度を除けば対前 増である。このことから,国。自
治体より損害保険業界の方がコスト削減のインセンティブが大きいといえる。
さらに税率決定には,環境リスクを定量化する必要があり,専門的な知識に
乏しい行政 (特に市町村)のみでは税率決定はできないと予想される。した
がって,税率決定にあたっては,外部のコンサルタント会社等を利用する必
要があり, 自己で保険料を決定できる損害保険会社に比べて割高になると考
えられる。以上より,付加保険料の方が行政コストを下回る可能性が大きい
といえる。
51)損害保険業界については,
は,大和総研が2007年3月7
ポー トの情報を用いた。
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日に発表した「公務員人件費の動向」と題するレ
